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キャリアマラソンの序盤:
文系大卒ホワイトカラーの異動と選抜*
The Early Stage of Career Marathon:
Job Rotation and Selection
of Humanity and Social Science Graduates in Japan
松繁　寿和**
Hisakazu MATSUSHIGE* *
Abstract
Examining the job rotation of humanity and social science graduates in Japan, we show
that, in the early stage of their job career, their competency becomes known and they predict
their future possibility of promotion to a considerable extent. There is, however, still a room
to take over their rivals until the decisive selection up to junior managers starts in their late
thirties. As a result, Japanese workers have to run a longer career marathon with high aspi-
ration for promotion than workers in other countries.
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(.序論
国際公共政策研究 第4巻第2号
この研究では、加工組立型産業における文系大卒ホワイトカラーのキャリアの初期におけ
る異動とその後の昇進の関係を分析する。研究の第1の目的は、欧米企業におけるように、
日本のホワイトカラーが早期に選抜されている可能性があるかどうかを検定することにある。
第2の目的は、この時期の「能力の見分け」すなわち、選別がどの程度その後のキャリアに
影響を及ぼすのかを計測することにある。
日本企業ホワイトカラーの人事管理に関する特徴の一つは、遅い昇進にあると言われる(小
池(1991))<小池(1999)はそこに長期選抜が持つ優位性を指摘しているのであるが、しば
しばこの事実が曲解され、昇進の遅い日本企業においてはその間能力に基づいた競争的な選
抜が行われず、単に昇進時期を待ち続け年齢や勤続を積むことのみが重要であるとの解釈が
なされている場合がある。しかし、日本企業において採用直後から個々の従業貞の査定を行
い職能資格や昇給にその結果を反映するという事実から判断して、何年も有能な者を把握せ
ずにいるとは考えられない。そこで、この論文では昇進の前に進行しているはずの「見分け」
過程をまず出来るだけ明らかにしたい1)0
次の課題は、その「見分け」の結果がどの程度その後に続く昇進に影響するかを調べるこ
とである。仮に、昇進という「縦の移動」が伴わなくても、キャリアのかなり早い時期の選
別がその後の昇進を決定づけるとすると、日本企業も欧米企業と同様にかなり早い時期に選
抜が行われていることになるOすなわち、ファースト・トラックに乗る者の選抜が早いこと
になる。とするならば、両者の差は、選抜時期の差ではなく昇進時期の差としてとらえなけ
ればならなくなる。しかし、そうではなく「見分け」の結果が昇進において決定的でなく、
リターンマッチの可能性を残す、または、その可能性があると従業員が意識し続ける程度の
ものであれば、決定的な昇進が行われるまでの長い期間、日本企業の従業員は競争にさらさ
れていることになる。
竹内(1995)は、日本企業における昇進はRosenbaum (1984)が唱えたトーナメント選抜
からは逸脱し「小刻みな選抜方式」であると述べた。仮に、昇進という形で差が顕在化する
前に選抜が徐々に始まっているとすると、現実には「小刻みな選抜」が早期に開始され長期
間持続するという構図が描かれることになる2)0
1小池(1999)はこの時期を「第1選抜出現期」と名付けている。
2)選抜に関する議論は、 Rosenbaum (1984)や花田(1987)の研究に代表されるように昇進過程の分析から始まった。
かれらの研究では、昇進の差がどの段階で生じるかまたT)ターンマッチがあるかというような点が分析の中心であ
ったo若林(1986)は同時に入社した者の能力査定とその後の昇進結果の関係をたどることで選別に影響を与える
要因を明らかにしようとした。
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周知のように日本企業において能力査定は入社後すぐに始まる3)Oその意味で「能力の見分
け」はキャリアの初期から始まっているといえる。また、職能等級(資格)が導入されてい
る企業においては昇級差がかなり早い段階で生じることも馬(1999)などにより明らかにさ
れている。
この論文では、異動の差、すなわち仕事内容の差が現れる時期に注目する。理由は、選抜
の顕在化、すなわち他の従業員にも差が明らかになるという点からみると、査定結果の差や
昇級における差は周囲の者に明確に認知されない可能性があるが、移動は隠しようがないか
らである。
また、仕事をこなすのに必要な技能修得の多くの部分がOJTによって行われるために、ど
の仕事に就いたかにより、従業員の能力や技能に差がつくと考えられるからである。移動に
より良い仕事に就いた者とそうでない者との間には、当然その後の昇進において差がでる可
能性がある4)0
さらに、小池・猪木(1987)や小池(1991、 1999)が議論しているように、従業員がいく
つかの仕事または職場を経験することにより技能・能力を上昇させ、ひいては生産性を上げ
ると考えられる。したがって、昇進という縦の移動に先行して横の移動があり、それを通じ
てまず技能の高度化が行われるとすると異動のあり方を観察しておく必要がある。
以上の課題追求に加え、この研究の新たな貢献は、調査対象を加工組立産業に広げること
で結果の一般性が検証できる点と、移動前後の仕事の関連性を直接反映させる変数を利用す
る点にある。
これまで、異動の差や仕事内容の差が現れる時期に注目した研究としては、梅崎(1999)
や松繁(1995)があげられる。梅崎(1999)は製薬企業2社のMRのキャリアと仕事内容の
変化を丁寧な聞き取りで明らかにした。松繁(1995)は、電機機器製造業1社のキャリアデ
ータの統計的な分析を行った。これらの研究により、昇進が起こるまでの期間における仕事
内容の変化と選抜の様子がかなり明らかになったが、いずれも対象は個別企業であり、発見
された事実がどの程度一般的なものかわからない。この研究のフレームワークは基本的には
松繁(1995)に添うが、使用するデータは加工組立産業をカバーし、かなり対象を広げて問
題を議論することができる。
また、井上(1982)や中村(1991)が議論しているように、移動前後の仕事に関連性が薄
い場合には、技能の有機的な蓄積も行われず、技能形成ひいては昇進において大きなマイナ
スを生むと思えるが、これまでにそのような側面を統計的に捕らえた分析は少ない。この研
3)日本企業における査定と賃金格差の関係は、藤村(1992)や松繁(1993)などで明らかにされている。
4) a本企業内において、採用後良い仕事に就くための積極的な仕事獲得競争(Thurow (1976))があるかどうかは十
分に確かめられてはいないが、たとえ偶然であっても良い仕事に就いた者はそこで有利な技能を身につけることに
なる
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究では、この点を改善する。
論文は以下のように構成される。続く第2節では、分析に使用するデータと議論に関係す
る変数に関して説明する。第3節では、選別の顕在化が意識されているかどうかを観察する。
第4節では、キャリアの初期における異動とその後の昇進の関係を統計的に分析する。また、
第5節では、その他興味ある結果を議論する。第6節では、分析から得られた結論とその意
味するところをまとめる。
2.データと変数
分析に使用されるデータは、 1993年に行なわれたアンケ-ト調査である。アンケートは2
部からなり、 1部は企業の人事政策について、もう1部は個人のキャリアについて質問した
ものである。まず、企業用のものが1993年上旬に上場企業1000社に配られた。その後、回答
のあった企業へ個人用アンケートが配布された。個人用アンケートの対象者は勤続10年前後、
20年前後、 30年前後の大卒ホワイトカラー従業員と指定し、各グループごとに10名づつ、計
30名分を各企業に配った。企業調査の回収率は14.6%、個人調査は708サンプルが回収され回
収率は16.1%であった。企業と従業員がマッチするサンプルのうちここでの分析に必要な項
目を記入してあったものは600サンプルであった。ただし、昇進や異動の在り方は産業間で異
なる可能性を考慮すると産業を統一した方がよい。そこで、ここでは企業表と個人表がマッ
チするサンプルが十分に取れる加工組立型製造業に焦点を絞って分析する。また、個人の属
性をできるだけコントロールするために、大卒文系の新規採用者のみに限定する。この分野
では小池ら(1991)の先行的研究があり、そこでの聞き取りによる調査に基づいてなされて
いた昇進に関する議論と対比できる。
アンケートでは職位に関して、まず組織単位として、事業本部、部、課、係、専門職、そ
の他のどれに属するかを聞いており、その後、それぞれの長、次長または代理、役職なしの
うちから選択するようになっている。このうち、専門職と答えた者は研究職等につく場合と
役職昇進に替わるものとしての専門職につく者等を区別できないために推定には含めない。
また、その他と答えた者もその具体的な内容を把握していないために今回の分析から除外す
る。
次に役職であるが、まず部次長または部長代理でかつ課長である者、課次長または課長代
理でかつ係長であるもの等が存在する可能性がある。これらの明確な上下の線引きが難しい
部分を避けかつかなりのサンプルが取れることを条件にすると、「係長より下の職位にいるも
の」、 「係長以上から課長より下の職位にいる者」、 「課長以上」の3グループに分かれる。
異動に関しては、各人が会社でのこれまでの経歴をいくつかの項目に関して異動の順をお
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って記入する方法を取っている。異動の種類に関しては、事業所内、事業所間、出向(戻り)
の3種類がここで使われる。事業所内の異動に関しては、社内組織(部・課)の移動を伴う
ものであったかどうかでさらに二つに区別する。また、異動前後の仕事の類似性に関しても
質問してあり、仕事の類似性を伴なった異動を何回経験したかを測ることができる。ただし
推定では集計の簡易さから逆に類似性の伴わない異動の回数を変数として使う。
3.選別の顕在化
まず、昇進がどの段階で起きるかを見てみよう。表1は、勤続と役職に関する新規大卒従
業員の分布をみたものである。サンプルのなかで最も勤続の短い者は5年である。アンケー
トが勤続10年前後の者、勤続20年前後の者、勤続30年前後の者を対象にして配布されたので
実際の勤続に関する役職分布と正確に一致していないおそれがあるが、おおよその昇進時期
はわかる。まず、係長への昇進は勤続10年をすぎてから本格化し、課長への昇進は勤続15年
目から、そして部長への昇進は勤続20年目頃からそれぞれ始まることがわかる。すなわち、
分析の対象となっている企業においては、遅い昇進の構造を持っていることがわかる。
役職への昇進が起こる前に異動における差が現れるかどうかが興味を引く点である。もし
そうであれば先に議論したように、昇進に差がつく時期よりも早い段階で教育訓練に差がつ
き、従業員の能力に差が生まれている可能性がある。また、よりよい仕事への異動が選抜さ
れて行われているとすると、能力の見分けがそれ以前に進んでいるということも意味する。
一般に日本企業は企業内査定の結果を従業員に知らせず昇進が起こるまで差がわからないよ
うな政策を取るといわれるが、実は異動を観察することによって能力差が暗に分かるという
ことになる。
昇進に関する差を意識するかどうかに関してアンケートでは二つの質問をしている。第1
の質問は、自分の相対的昇進速度に関する認識についてのものである0 『あなたの現在の職階
(職位)や資格等級は、同期入社の人たちに比べてどうでしょうか』と質問し、 「(丑相対的に
進んでいると思う」、「②だいたい平均的なところだと思う」、「③相対的に遅れていると思う」
の3選択肢の中から答えるようになっている。質問では現在の職階(職位)や資格等級を具
体的に聞いているので、職階(職位)に関しては昇進してからの回答と考えられる。しかし、
資格等級に関してはそれが職階(職位)の昇進に完全には結びつかずまた他の者との差も公
表されないのが一般的と考えられるので、能力差を職階差以外の形で意識して回答している
場合も含まれると考えられる。
表2は勤続20年目までの者への先の質問に関する回答を勤続年ごとに表してある。まず、
昇進の相対的な差を意識する者が勤続7年にあらわれる点に注目したい。すなわち、係長へ
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表1勤続と役職に関する新規大卒従業員の分布
第4巻第2号
勤続　役職なし　係長　課次長　課長　部次長　部長　事業本部長　その他の長　専門職長　計
(課長代理)　　(部長代理)
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6　　　　2
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表2　昇進差に関する意識
勤続年数 選　　　択　　　肢
し1一、　I L?
0　　　　　　　　5
100. 00
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0　　　　　　　5
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表3　勤続年数別にみたキャリアの見通し
勤続年数 選　　　択　　　肢
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5
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第4巻第2号
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選択肢　①明確な見通しがあり,それはかなりの確率で実現すると思う
(参見通しは持っているが.実現できるかどうかは何ともいえない
(参希望のようなものはあるが.見通しといったものはない
④あまり考えたことはない
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の昇進が始まる10年目よりも前に昇進の差を感じだす者がいる。その後、 「2.だいたい平均
的なところだと思う」を選ぶものの比率が勤続の増加とともに徐々に低下する。これは昇進
差が広がっていることの反映であろう。
第2の質問は、キャリアの見通しについてのものである。 『現在の会社でのあなたのキャリ
アの見通し(たとえば最終的に昇進できそうなポストなど)が、あなた自信でかなり明確に
なっていますか』と質問し、「①明確な見通しがあり、それはかなりの確度で実現すると思う」、
「②見通しは持っているが、実現できるかどうかは何ともいえない」、 「③希望のようなもの
はあるが、見通しといったものはない」、 「④あまり考えたことはない」の4つの選択肢の中
から一つ選んで答えることになっている。
表3はこの質問に関する答えの勤続年ごとのばらつきを示している。ここでも見通しを持
つ者の内で最も勤続が短いのは勤続7年目の者である。その後見通しを持つ者の割合は勤続
とともに増加し、 10年目を過ぎる頃から半分を超すようになってくる。したがって、この質
問に関しても、勤続10年目よりも前に選別が始まっていることを意識していることが分かる。
表4　キャリアの見通しを持つ時期
勤続年数　　　　　頻　度　　　　　比率(%)　　　累計(%)
0
2.5
こI5
蝣1.5
5.5
6.5
7.5
8.5
9
9.5
1
-2
1
2
3
4
2
2
1
ll
ll
115
12.5
13.5
ト1
15.5
16.5
17.5
19
20. 5
25. 5
26.5
1
2
2
??????????????????
2.44　　　　　　　　2.44
7. 32
2.44　　　　　　　　9.76
14.1
7. 32　　　　　　　21. 95
9.76　　　　　　　31. 71
36. 59
41.46
2.44　　　　　　　　43. !
8. 78
2.44　　　　　　　51. 22
56. 10
4.88　　　　　　　60. 98
2.44　　　　　　　63.41
2. 44　　　　　　　65. 85
9.76　　　　　　　75. 61
12. 20　　　　　　　87.80
2. 44　　　　　　　　90. 24
2.44　　　　　　　　92. 68
2.44　　　　　　　　95. 12
2.44　　　　　　　　97. 56
2. 44　　　　　　100. 00
計
?
100. 00
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また、明確な見通しを持つものが勤続11年目に現れているが、これは実際に係長になる者が
現れ役職昇進の差が現実となる時期と一致する。
さらにアンケートでは、第2の質問に関して「①明確な見通しがあり、それはかなりの確
率で実現すると思う」または「②見通しは持っているが、実現できるかどうかは何ともいえ
ない」のどちらかに答えた者のみを対象にし『その見通しがいつ頃できたか』を質問してい
るo回答は、 「①つい最近」、 「②4 ・ 5年程度前から」、 「③10年程度前から」、 「④15年程度前
から」、 「⑤もっと前から」の5つから1つ選択するが、 ④または⑤を選択した者はいなかっ
たoここで①と答えた者に関しては現在の勤続年数を取り、 ②と答えた者は勤続年数から4.5
をひき、 ③と答えた者はおなじく10をひくことで、見通しが立ったおおよその時期を計算で
きる。
表4はその分布を表している。これによると、キャリアの見通しをかなり早い時期に持つ
ことが分かる。第2の質問で①または②を選択し見通し有りと答えた者のうち勤続5年まで
に約15%のものが、また勤続10年までに約50%のものが見通しを持つことが分かる。このこ
とと、全体のなかで第2の質問で見通し有りと答えた者は48.17%であることを考えると、ほ
ぼ1/4のものが勤続10年目より前に将来のキャリアについてなんらかの見通しを持つことに
なる。
以上この節では、昇進が現実のものとなるまでに彼らの間の差をどの程度従業員が意識し
ているかを調べたが、その結果かなりの者が入社後かなりはやい段階でそれを意識している
ことがわかった。
4.勤続IO年までの異動とその後の昇進
では、従業員は彼らの間の差をどのように知るのであろうか。技能形成の重要な部分が異
なる仕事に移りながらキャリアの幅を広げる形で行われるとすると、昇進した者としなかっ
た者の間にはそれまでの異動の在り方が異なる可能性がある。異動は誰の目にも見えるもの
であり、それがまさに企業内キャリア形成に直接関係すものであるから、異動結果をみて人々
は誰が将来有望視されているかを意識することができると考えられる0
先にも述べたように異動に関する変数のうちここで使用されるものは次の5種類である。
社内組織(部・課)を変わる事業所内異動の回数
社内組織(部・課)を変わらない事業所間異動の回数
事業所間異動の回数
出向(戻り)を伴った異動の回数
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これまで経験した仕事の内容と類似性がない仕事への異動の回数
また、従業員の属性に関するその他の説明変数は以下とおりである。
勤続年数(-93-入社年)5)
勤続年数の2乗
研究所以外の国内事業所数
研究所以外の国外事業所数
海外現地法人数
従業員数
企業別ダミー
卒業大学別ダミー
まず、役職への第一段階である係長への昇進と異動の関係を見ようo係長以上に昇進した
者を1、それ以外を0としてつくった変数を被説明変数としてProbit分析を行った。それぞ
れの異動の種類に関して、勤続1年目までの累積回数を含んだものから勤続8年目までの累
積回数を含んだものまで別々に推定を行った。ただし、推定にn年までの異動を使う場合は
n十1年以上の勤続のある者を対象としている。また、係長昇進した故にある種の異動が増
えることも考えられるためそれらを排除する必要があるが、残念ながら過去の昇進に関して
データが不正確なため、勤続8年目より前に係長に昇進している者とそうでない者を区別で
きない。ただし表1で示されたように係長への昇進は10年目を境に本格化すると思われるの
で勤続8年目までの異動を対象とする限りにおいては、それまでに既に昇進している者を含
む可能性は小さくそれにより結果が大きく変わることはないと思われる。
表5は異動に関する変数の推定係数の符号と有為性のみを示してある(A)は上に挙げた
全ての変数を使って推定を行った場合の結果を示してある(B)は企業別ダミーを除いた推
定結果を示してある。表のうち空欄になっている箇所は、他の変数との多重共線性またはサ
ンプル間にほとんど差がないために推定に含まれなかったことを意味する。
まず、社内組織を変わる事業所内異動を見てみよう。係数は勤続2年目までの異動回数を
含んだ推定のうちの(A)を除く全てにおいて正の値を示している。すなわち、社内組織を変
わる事業所内異動は係長への昇進にプラスとなる。また、勤続1年目から有為な結果を示し
始め徐々にそれがはっきりしてゆき、勤続7年目に(B)において棄却域5%でも有為となる。
一方、社内組織を変わらない事業所内異動に関しては、その係数の符号は一定でなく有為
5)アンケートには年齢の項目がない。大学または大学院卒業年から年齢を計算したが、勤続との相関が非常に大きい
ので分析には用いなかった。
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なものも観察されない。
つぎに、事業所間異動を見てみよう。係数の符号は一貫して負である。勤続2年目までの
異動回数と勤続7年目以降に有為なケ-スが観測される.すなわち、早い段階で事業所間を
またがるような異動を経験したり昇進が起きる数年前に事業所を動いたりすると係長への昇
進に不利になることを意味している。
また、出向(戻り)を伴った異動は正の効果を持つことがわかる。特にはっきりと影響を
持つのは3年目までの異動回数である。事業所間異動は負であるにもかかわらずそれよりも
範囲の大きい異動が逆に正の効果を持つことは矛盾した結果のように思われるが、幹部育成
に当たり将来有望な者をマネ-ジメント・トレーニングのために規模の小さい会社に出向さ
せ管理職としての経験を積ませる会社があることを考えると、それがこの場合にも反映され
ているのかもしれない。
類似性がない仕事への異動の係数は勤続2年目までの異動回数を含んだ推定のうちの(A)
を除く全てにおいて負の値を示している。勤続4年目から有為な結果を示し始め勤続5年目
以降それがはっきりする。類似性のない仕事に移ることが昇進にマイナスであるというここ
での結果は、技能形成は内容に関連のある仕事に移りながら徐々に守備範囲を広げ技能を高
度化させるという議論を支持する結果である6)0
表6は、課長への昇進に関する異動の影響を示したものである。現在課長以上の者を1、
それ以外の者を0としてつくった変数を被説明変数として係長への昇進の場合と同様の推定
を行った。 (A) (B)はそれぞれ係長への昇進の場合と同様の変数を使って推定を行った結莱
を示してある。
係長への昇進と比較して幾つかの点で相違が見られる。まず、社内組織を変わる事業所内
異動に関して検討してみよう。係数は係長昇進の場合と同様に正であるが、有為な結果を得
られる時期が大きく異なる。係長への昇進の場合棄却域5%でも有為となるのは勤続7年目
であったが、課長への昇進においては勤続1年目からそのような結果を得、逆に勤続6年目
からは有為でなくなる。課長へ昇進する者は入社後早くから社内組織をまたがる異動を積み
他の者よりも広い範囲の仕事を覚える機会を得ていると思われる。
第2番目の相違点としては、社内組織を変わらない事業所内異動が正の効果を持つ点であ
る。係長への昇進においては、この異動において昇進する者とそうでない者との問に差が現
れなかったが、課長への昇進には特に勤続5年目及び6年目までの異動回数が影響すること
が示されている。
6)ただし、有為な係数は推定(B)に多く、ここでは示されていないが(A)に含まれる企業ダミーの係数は負である場
合が多いことを考えると、企業ダミーと類似性のない仕事への異動回数との間に正の相関がある可能性がある。す
なわち、ダミー変数が作成された企業において類似性のない仕事への異動が多いと推測されるo
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第3番目の相違は、係長への昇進においては一貫して負であった事業所間異動が逆に正と
なる場合が多くなる点である。このことは異動による技能・能力の向上は、係長昇進に関し
ては事業所内に留まりそれを越えた異動はマイナスの効果を生むが、課長への昇進となると
事業所間の異動をも含む形でのより広い範囲を経験し技能の幅を広げておくことが有利に働
く可能性を示していると解釈できよう。
第4番目の相違は、仕事の類似性がない仕事への異動に関してである。係長への昇進と同
様に効果は負であるが勤続4年以降よりはっきりと有為に現れる。課長へ昇進することは係
長へのそれよりさらに厳しいがために、技能形成において連続性が途切れることがより大き
く響くのであろうと推測される。
以上から、異動の差がその後の昇進と関係を持つことが明らかになった。しかし一方で、
どの推定式においても説明されない部分が多く残っており、昇進確率を完全には把握できて
いない。すなわち、この時期の異動が昇進を完全に決定づけるものではないことも明らかで
ある。
5.その他の変数
以上、異動がいかに昇進に影響を与えるかを見てきたが、推定には他の変数も含まれてお
り、ここではそれらの影響力を見ることで選抜のメカニズムに関してさらに考察を深めたい。
その他の変数に関する結果は何年目までの累積異動回数を含むかにほとんど影響されなかっ
たため、代表的な推定結果としてR2が高くかつ異動の変数が特に有為であった時期のもの
を挙げて検討を進める.ただし企業別ダミ-と卒業大学別ダミーはダミーをつくるのに十分
な数が取れる場合のみを使用している。したがってここで挙げられていない企業および大学
の効果は分からない。
表7は、勤続7年目までの異動回数を使用して推定した結果を示している。異動に関する
変数以外で影響を持つものとして、まず勤続年数が挙げられよう。勤続年数の係数は正で有
為である。係長への昇進においても勤続を積むことが重要な要因であることが分かる。異動
に関する変数を含んだ上での推定で勤続年数が重要であるという事実は、異動が無く同じ仕
事を長年こなし続けても昇進する確率が上がることを意味している。これは、その仕事を続
けることで技能・能力が上がることを示しているとも、また昇進の年功的部分を反映した結
果であるとも解釈できるが、ここではどちらがより適切であるか判断できない。ただし、勤
続年数の2乗項が負であることから勤続の効果は徐々にではあるが減少してゆく。
また、勤続年数の係数と他の変数の係数を比較することで、他の変数の効果が勤続を何年
分に換算されるかが分かる。社内組織を変わる事業所内異動の係数が勤続年数のそれのほぼ
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表7係長への昇進と勤続7年目までの異動に関する推定結果
第4巻第2号
(A)　　　　　　　　　　　　　(B)
サンプル数　　　　　　　　　　　　　　　153　　　　　　　　　　153
Pseudo R2　　　　　　　　　　　　　　　　0. 62　　　　　　　　　　　0. 46
係数　　　　　t値　　　　　係数　　　　　t値
勤続年数
(勤続年数)?
研究所以外の国内事業所数
研究所以外の国外事業所数
海外現地法人数
従業員数
企業1
企業2
il.業3
企業1
企業5
企業6
企業7
ifc業8
企業9
Pelとぺ芋
成践
中央
南山
日本
立教
早稲田
九州
京都
神戸
東京
名古屋
北海道
社内組織を変わる事業所内異動
社内組織を変わらない事業所内異動
事業所間異動
出向(戻り)を伴った異動
これまで経験した仕事と類似性かな
い仕事への異動
'i'歌項
0.8705"*3.413
二Z霊;*つ二1.945
0.929
0. 4506
0. 0716
0. 657
0. 425
-9.55e-6　　　　　-0. 091
-1.5159
-2.8141"
26. 475
-4. 6900
-2. 7076*
-3. 6915
-4. 3523
1. 3819
-2.0912
2. 4074"*
2. 3195
-1.4259*
). 7478
-0. 927
-1.768
1. 003
-1. 235
-1.393
-0.:
-1.007
1.116
-0.480
2. 938
0.831
-1.464
0.811
0. 8692　　　　　0. 368
-0. 1028　　　　　-0. 038
0.8510　　　　　1. 156
-1.6802ネ　　　　-1. 307
2. 6070"　　　　2. 946
3. 8436"*　　　　2. 670
-1.8266*　　　　-1. 304
2. 2568"　　　　2. 332
-1.6973　　　　　-1. 201
0. 5272"　　　1. 773
0. 6940　　　　　1. 096
-0.5060ネ　　　　-1. 323
0. 1905　　　　　0. 355
-0.3599*　　　　-1. 309
-8. 3066*"　　　-3. 287
*-棄却域20%で有為, * *-棄却域10%で有為, ***-棄却域5%で有為
0. 7165*"
0. 0134***
3. 830
-2. 739
0.0071
0.。537霊80
-0.0281*】-1.521
-4. 97e-6
1. 2504***
0. 8497
-0. 564
2.62
0. 737
-H汗ii607
586
151
049
---
1.0100*1.555
1. 7498*
-1. 0965
1. 0264*
- . 4075
0. 5563"*
1.3915
1. 641
-1.020
1.426
-0.406
2. 530
0. 902
-0. 1391　　　　-0. 509
0. 2896　　　　　1. 077
- 1.5214*"
-7. 6206***
-2. 338
-4. 384
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2/3倍であることから、社内組織の異動を1回経験することは勤続2/3年と同じ効果を持つ。
すなわち昇進が2/3年ほど早まることになる。同様な計算から事業所間異動は逆に2/3年、
そして類似性のない仕事に移ることは0.4年ほど昇進を遅らせることになる。
その他、企業別ダミーに関しては企業2と企業5においては昇進確率が有為に低いと言う
結果を得た。また卒業大学別ダミーをみると慶応大学、京都大学、神戸大学、名古屋大学卒
業生が他の大学より有利であること、逆に中央大学、九州大学、東京大学卒業生の昇進確率
表8　課長への昇進と勤続5年目までの異動に関する推定結果
「????????? ??
(A)
160
1. 79
サンプル数
Pseudo Rz
係数　　　　　　t値　　　　　係数　　　　　　t値
勤続年数
(勤続年数)I
研究所以外の国内事業所数
研究所以外の国外事業所数
海外現地法人数
従業員数
企業1
企業2
止-IE -I
企業6
企業9
企業10
慶応大学
中央
南山
早稲田
mm
柚V
東京
?, A'罷
北海道
社内組織を変わる事業所内異動
社内組織を変わらない事業所内異動
事業所間異動
出向(戻り)を伴った異動
これまで経験した仕事と類似性かな
い仕事への異動
.蝣t吾=年増
2. 8696*　　　　　2. 955
-0.0534"'
1. 0528"*
-0. 2943
-0. 0232
J. 3e-5***
-2. 678
2. 293
-0. 872
2. 2474"*
-0. 0416"*
0. 0265"
-0. 1028
-0. 270　　　　-0. 0509*
2. 534　　　　5. 5e-5日3k
3. 2232"　　　　1. 746
1. 4227　　　　　　1. 208
2. 0567　　　　　　0. 850
0. 4606　　　　　　0. 236
1. 5074　　　　　　0. 839
0. 7569　　　　　　0. 802
3. 8525*"　　　　2. 061
0. 0596　　　　　　0. 051
-0. 0256　　　　　- 1.022
1.1124　　　　　1.186
-0. 2098　　　　　-0. 040
6. 1680'*ホ　　　　1.478
-0. 9634　　　　　-0. 442
3. 8092　　　　　　1. 526
-3. 9313　　　　　-0.672
1. 5800"*　　　　2. 198
2. 1760"*　　　　2. 008
0. 9670*　　　　　1. 508
0.7651　　　　　0. 790
-1.4207*"　　　-2. 111
-37.698*　ホ　　　ー3.159
4. 0859*"
0. 9615
. 2926
1. 1810*
. 2712
5. 5529*"
-0. 4609
3. 6549*"
-2. 4697
. 3396'"
1.4413"
. 5283
0. 8997*
-0. 9686"
3. 335
-2.99
.737
-0.!
-1.357
2. 586
2. 552
1. 075
0. 279
1.462
0. 124
2.310
-0. 265
2. 025
-0. 998
2. 158
1.653
0. 948
1.493
-1.871
-28. 561***　　　一3. 509
*-棄却域20%で有為. * *-棄却域10%で有為, ***-棄却域5%で有為
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が低い可能性が示されている。
表8は、課長への昇進に関する推定を行った結果を示してある。異動に関する変数として
は、勤続5年目までの回数を使用している。まず、勤続の係数に関しては係長への昇進の場
合と同様に、 1次項は正、 2次項は負で有為である。
勤続年数の係数と他の変数の係数を比較すると、社内組織を変わる事業所内異動の係数が
勤続のそれの約0・6倍であり、社内組織を変わらない事業所内異動の係数は勤続のそれの約
0・7倍である。このことから社内組織の移動に関わらず勤続5年目までに事業所内異動を1
回経験することは勤続を2/3年積むこととほぼ同様の効果があることになる。類似性のない
仕事への異動も係長への昇進の場合と同様に勤続に換算すると半年弱マイナスになることが
分かる。
卒業大学別ダミ-は、慶応大学卒業生がかなり明確に有利であり、その他神戸大学、名古
屋大学も正の効果を持つ可能性が示されている。その他、課長への昇進において効果をもち
始めるものとして国内事業所数と従業員数がそれぞれ昇進に正の効果を持つ。
以上から、係長への昇進も課長への昇進も勤続を重ねることが重要であること、また異動
はプラスに働く場合もマイナスに働く場合もそれぞれ約勤続2/3年分というかなり大きな効
果を持つことが分かった。しかし、逆に考えれば、異動により昇進に有利な仕事に就けなく
ても同一の仕事について勤続を積むことで能力を高め、ハンディーを克服できることを意味
しており、異動の有無のみが、後の昇進を決定づけるものでないことも重要である。すなわ
ち、徐々に優劣が明らかになっているが、それはまだ最終結果を完全に予測させるものでは
ない。差が顕在化し始めていることは気づきながらも、昇進が決定される時まで競争は続く
と推測される。
6.結び
この論文では、加工組立型製造業における文系大卒ホワイトカラーのキャリアの序盤にお
ける異動と昇進の関係を、上場企業で働く従業員を対象としたアンケ-卜調査によって手に
入れた個人の異動歴に関するデータをもとに分析した。検討したかったのは、実際に昇進が
起きる前に労働者間の差がどの程度顕在化しているか、また異動の在り方の差が後の昇進に
どのように影響するかという点であった。
まず、昇進が起こりだす時期をしらべた結果、係長へは勤続10年目頃から、課長へは15年
目頃から、部長へは20年目頃から昇進が始まることが観察され、この産業部門においては遅
い昇進の特徴を持つことが確認された。
また、勤続の初期段階でかなりの者が将来の見通しを持つこと、また、勤続5年をすぎる
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ころから昇進差を意識する者も現れることから、同期入社の者の間で差が意識されだすのは
係長への昇進時期よりもかなり早いことがわかった。そこで、選抜が始まったことを意識さ
せるものとして異動に注目し、昇進に影響する異動が勤続の初期段階で起きているかどうか
を係長への昇進と課長への昇進のそれぞれについて分析した。結果、係長への昇進に関して
は、社内組織を変わる事業所内異動が正、事業所間異動が負、出向が正、類似性のない仕事
への異動が負の効果を持ち、これらは入社後数年目から統計的に有為となった。課長への昇
進においては、まず事業所間異動が正の効果を持ち課長への昇進においては係長へのそれよ
りもより広い範囲の異動が技能形成において考えられていることを示唆する結果を得た。ま
た社内組織を変わる事業所内異動に関しては、係長への昇進よりも早く入社後すぐの差が課
長への昇進に影響することも示された。この結果は、課長以上に昇進する者もかなり早い段
階から際だち育成されていく可能性を示す。また、異動の持つ効果の大きさを他の変数の係
数と比較することにより推測したところ、 1回の異動がプラスに働く場合もマイナスに働く
場合もそれぞれほぼ勤続半年から2/3年分の影響を持つことも分かった。
一般に、日本企業では入社後10年ほどは差を付けないといわれるが、ここでの結果は選別
がそれよりも早い段階で行われており、その差は異動という形で顕在化している可能性を示
している。また、勤務年数のみじかい段階でもどのポストに就くかを見ることで誰が将来昇
進しそうであるかが分かると言われるがそれが全く根拠のないものではないことが分かった。
一方、社内組織を変わる事業所内異動は昇進に貢献する一方仕事の内容に類似怪がともなわ
ない異動は昇進の妨げとなるという結果は、技能形成が近くのそれも良く似た仕事への異動
を通じて徐々に範囲が広がる形でなされていることを示しており、これまでの技能形成に関
して行われてきた議論が統計的にも支持されたと言えよう。
しかし、一方でキャリアの序盤における有能さの「見分け」が、後の昇進を完全に決定づ
けるものでないことも明らかになった。まず、どの推定式においても異動以外の変数が昇進
に影響することも示されており、異動だけでは、昇進確率を完全には把握できていないこと
が明らかである。たとえば、異動の係数が勤続半年から2/3年分の影響を持つという結果も、
逆にみれば、異動により昇進に有利な仕事に就けなくても同一の仕事について勤続を積むこ
とで能力を高め、ハンディーを克服できることを意味している。
したがって、ここでの分析対象となった企業においては、係長昇進の前段階でも選別は進
行しているが、欧米諸国のようにファーストトラックへの早期の選抜が行われているわけで
はなく、徐々に能力が見分けられ将来への投資や就く仕事の内容に差が生じているというこ
とになる。この結果、従業員はキャリアの後半部分で起きる昇進における差が生まれるまで、
長いキャリアマラソンを走り続けることになる。
ただし、今後次のような点で改善が行われなければならない。第1に、この研究も含めこ
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の種の分析は製造業に限られている点である。他の産業を対象にした分析を待たずにここで
の結論が、どの程度日本全体において一般的に当てはまるかの半噺を下すことはできないo
また、推定に関しては次の2点において改艮されなければならない。まず、異動に関する
変数が内生変数である可能性があることである。異動の結果昇進が起きていると解釈してき
たが、逆に、将来の昇進を見越して他の者と異なる異動を行っている可能性がある。また、
被説明変数として現在の役職を用いたが、昇進してからの時間は考慮していない。同一の職
位への昇進であっても、早い者と遅い者の間には昇進を決定する要因が異なる可能性がある。
以上の点を考慮して分析を進めることが今後の課題である。
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